
第21回国民経済計算体系的整備部会（文書開催）議事結果（中間報告） 

１ 日  付 令和２年４月21日（火）～ 

２ 審議参加者 

【委  員】 

宮川  努（部会長）、中村 洋一（部会長代理）、川﨑 茂、白塚 重典、野呂 順一 

【臨時委員】 

  菅  幹雄、山澤 成康 

【専門委員】 

  小巻 泰之、斎藤 太郎、新家 義貴、滝澤 美帆、宮川 幸三 

【審議対象の統計所管部局】 

内閣府経済社会総合研究所 

３ 議  事 2020年1-3月期1次QEの対応について 

４ 議事の状況 

  27 日までの段階で、資料１に基づき、書面による審議が行われた。 

  委員から提出された意見と、それに対する内閣府の対応方針は、別紙１のとおり。 

  これを踏まえ、宮川部会長が、別紙２のとおり、中間取りまとめを行った。 
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委員お名前 山澤 成康 

配布資料 
資料番号 

ページ 委員の御質問・御意見 府省庁の回答 

1 １ ダミー変数を使って処理することは適当だと考える。 ― 

１ ２ 業界統計・業界大手企業のデータ等を使うのは適当だと思うが、平常

時は使わず、危機時だけ使う理由をつけてほしい。マクロ的な大きなシ

ョックはすべての主体に現れるため、標本サイズが小さくても使えると

いうことか。 

○ 今回の 1－3月期の QE推計において、新型コロナウイルス感染症の

広がりによる外出自粛等の影響は、学校が休校になるなど、1－3 月

期全体にわたって現れているのではなく、特に３月以降、１月、２月

とは大きく異なって現れていると考えられます。したがって、３月値

を１月、２月のトレンドに近いものと考えて公的統計により補外する

通常の方法は適切ではないと判断いたしました。公的統計の３月値が

1-3月期の推計に間に合うものについては利用しますが、サービスを

中心に推計に間に合わないことから、業界統計・業界大手企業のデー

タ等を用いて可能な限り３月の経済状況を反映したいと考えたとこ

ろです。 

○ 通常利用する公的統計は、統計委員会のご意見も踏まえつつ、標本

設計や回収率に基づく補正がなされると認識しており、業界統計・業

界大手企業のデータ等とは、特にカバレッジに違いがあるものと考え

ています。そのため、平常時には、通常の公的統計に優位性があると

考えています。なお、今回の補外の対応に関しては、事後検証を行い、

結果は部会にご報告させていただきます。 

１ ２ 業界統計・業界大手企業のデータ等は、平常時に使うと１，２ヵ月目

の平均等のデータを使うより精度が落ちるということでよいか。 
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委員お名前 小巻 泰之 

配布資料 
資料番号 

ページ 委員の御質問・御意見 府省庁の回答 

全体的な

ことで 

・ 2020年 1-3月期は、以下の要因などから、COVID-19の影響を含め、

経済活動がかなり読みづらい時期と思います。

① うるう年が含まれる推計であること

② かなりの暖冬であったことから、消費への影響が大きい可能性

が高いこと（過去 30年平均の基準値でみて、2020年 1月及び 3

月は過去 30 年で最も正偏差が大きかった。2 月は 5 位。気象庁

調べ）

③ 特に、内閣府資料にもあるように、COVID-19の影響は 3月以降、

月末にかけて急速にでている状況です。

・ 他方、多くの方々の GDPへの事前予想は、IMF予測（年次予測ですが）

や消費動向調査・日銀短観など COVID-19の影響が認められる統計デ

ータ、また毎日にように報道される COVID-19の状況（特に、在宅で

web や TV 等をみている家計が多いように思います）など足もとの数

値により形成され、かなり弱めの数値が出ても驚かないのではないで

しょうか。

・ 実際、リーマンショック時、2008 年 10-12 月期がマイナス 12.7％

（2009 年 2月 16 日公表）、2009 年 1-3月期マイナス 15.2％（2009 年

5 月 20 日）と戦後最大の減少を示す数値がでても、市場などでは問

題なしに受け入れられています。

・ このように、うるう年などの影響もあり読みづらい状況であり、事前

に悲観的な予測が流布している状況であることから、より詳しい説明

が求められる可能性があります。特に、市場の事前予測より強めの数

値であった場合はより詳しい説明が必要かと思います。

○ ご指摘を踏まえ、今回の推計方法の変更点を含め、2020年 1-3月

期１次速報公表時には、数字の見方について丁寧な説明を行うよう

にいたします。 
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（注2)

東日本大震災の発生に伴う石油製品の供給不安に対応するため、石油の民間備蓄義務が

25日分引き下げられたことを受け、 石油の在庫品が取り崩されていることが想定される。

（注3)

2011（平成23)年1-3月期の民間在庫品増加（原材料在庫及び仕掛品在庫）の実質季節調

整済前期差は、2010（平成22)年10-12月期2次QEで利用した情報を用い、ARIMAモデルによ

り算出すると、合計で▲409.3(＋億円）となる旨、既に公表済みである。 これについて

も「 石油統計速報」の情報を加味して再度算出を行い、その結果については、原則とし

て、同統計が公表される4月28日（木）中に公表することとする。

(4)政府最終消費支出

今般の東日本大震災において、 特に被害が甚大であり、 災害救助法に基づく

救助費用が多額に上ることが見込まれる岩手県、 宮城県、 福島県の3県の22年度

補正予算（東日本大震災関連のもの）等を反映して推計する。

(5)公的固定資本形成

公的固定資本形成（受注ソフトウェア分以外）は、 「建設総合統計」（出来高

ベース ・ 公共）を用いて延長推計している。 東日本大震災により、 被災地域に

おける公共工事の進捗に影響が出ていると考えられることから、 当該期間の被

災地域における公共工事は進捗しなかったものとみなして推計する。（注 4)

（注4)

通常通りに補外推計した「建設総合統計」の3月の値に「1- （「建設総合統計」の21年

度の出来高ベースでの岩手県、宮城県、福島県の3県 分の対全国の割合X 21/31)」を乗じ

て推計する。
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